
 

『Ｒ５年度税制改正納税環境 無申告加算税引き上げ等（２）』 
 

 納税環境整備のうち、もう１つの柱となるのが加算税制度の見直し。申告義務を認識していなかったと

は言い難い無申告について所要の措置を講ずることとなった。【無申告加算税の割合の引上げ】高額

な無申告への対応として、納付すべき税額が３００万円を超える部分に対する割合を３０％とする。（現行

１５％、５０万円を超える部分は２０％）調査通知以後、かつ更正予知の前に

された期限後申告又は修正申告に基づく無申告加算税では２５％となる。

【繰り返される無申告行為に対する加重措置の整備】二度目以降に課され

る無申告加算税又は無申告重加算税に、その割合を１０％加重する措置

の対象に、期限後申告もしくは修正申告（調査通知前、かつ更正予知の前

にされたものを除く）又は更正もしくは決定があった場合に、それに係る国

税の前年度及び前々年度の当該国税の属する税目について無申告加算

税もしくはそれに代えて重加算税が課されたことがあるとき、又はその無申

告加算税等に係る賦課決定をすべきと認めるときに、その期限後申告等に

基づき課する無申告加算税等を加える。上記の措置は、令和６年１月１日

以後に法定申告期限が到来する国税に適用される。地方税における加算

金制度についても、同様の見直しが行われる。 
 

『女性登用は加速化するか 女性版骨太の方針２０２３』 
 

 少子高齢化に伴う労働力不足が懸念され続けているが、これまでその解決策として決定的な施策が

ないというのが現実だろう。高齢者の就業年齢を引き上げて戦力化する、リスキリングにより社内失業者

を発生させない、就労可能な女性の戦力化など、アイディアはあるものの、有効に機能しているかとなる

と疑問が残る。実際、各企業の労働力不足懸念は払拭されていない。労働力不足解消に有効であるこ

とはもとより、多様性の確保、女性の所得向上や経済的自立などを考えると、女性活躍の推進は極めて

重要になるだろう。そのような状況を受け、政府は「女性版骨太の方針

２０２３」の策定に向けての議論を開始した。プライム市場上場企業に

ついては２０３０年までに女性役員比率を３０％以上にする、いわゆるＬ

字カーブ解消のために多様で柔軟な働き方の促進等を目指すことな

どを盛り込んだ方針を定め、今後の政策の具体化を進める意向だ。 

 プライム市場上場企業で女性役員がいない企業は減少傾向にある

が、なお約２割に上る。諸外国では数値目標の設定等により、女性役

員比率の向上を実現している。育児や家事労働の影響もあり、女性の

正規雇用比率は３０歳以降低下する現状、政府の取組みの行方が注

目される。 
              

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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